
黒滝村選挙人名簿の抄本等の閲覧等に関する規程  

 

（趣旨）  

第１条 この規程は、公職選挙法（昭和２５年法律第１００号。以下「法」という｡）

第２８条の２から第２８条の４まで（これらの規定を法第３０条の１２において準

用する場合を含む。）の規定による本村の選挙人名簿の抄本及び在外選挙人名簿の

抄本の閲覧等に関し必要な事項を定めるものとする。  

（選挙人名簿の抄本の閲覧の申出）  

第２条 法第２８条の２第２項第４号及び第７項第４号並びに第２８条の３第２項第

５号に規定する閲覧事項の管理の方法は、次の事項を明らかにしなければならない。 

(1) 管理責任者  

(2) 閲覧事項の保管の形態及び方法  

(3) 閲覧事項の廃棄の時期及び方法  

(4) その他参考となる事項  

２ 法第２８条の３第１項の規定による申出者が受託者である場合は、当該申出をす

るに当たり、当該委託関係を証明する書類を添付しなければならない。  

（選挙人名簿の抄本の閲覧者の本人確認）  

第３条 公職選挙法施行規則（昭和２５年総理府令第１３号）第３条の２第４項第２

号に規定する閲覧者に対して照会する文書は別記様式によるものとし、同号の黒滝

村選挙管理委員会（以下「委員会」という。）が適当と認める書類は国又は地方公

共団体が交付した書類（同項第１号に掲げるものを除き、健康保険組合、国民健康

保険組合又は国家公務員共済組合若しくは地方公務員共済組合その他の公共的機

関が交付した被保険者証、組合員証、年金証書等を含む。）とする。  

（選挙人名簿の抄本の閲覧に係る調査研究の成果等の報告）  

第４条 法第２８条の３第１項の規定による申出者（国及び地方公共団体の機関を除

く。）は、当該申出に係る調査研究が終了したときは、速やかにその成果等を委員

会に報告しなければならない。  

（選挙人名簿の抄本の閲覧の場所及び時間）  

第５条 選挙人名簿の抄本の閲覧は、委員会の事務局又は係員が指定する場所におい

て、執務時間内に行わなければならない。  

（選挙人名簿の抄本の閲覧の方法）  

第６条 閲覧者は、選挙人名簿の抄本を丁重に取り扱い、破損、汚損、加筆等の行為

をしてはならない。  

２ 閲覧者は、選挙人名簿の抄本を前条に規定する場所から持ち出してはならない。  

３ 閲覧者が、選挙人名簿の閲覧の内容を他に写す場合は、その方法は筆記に限るも



のとする。  

（選挙人名簿の抄本の閲覧状況の公表）  

第７条 法第２８条の４第７項の規定による選挙人名簿の抄本の閲覧状況の公表は、

毎年６月末までに、前年度分の状況を委員会の告示の例による方法その他委員会の

委員長が適当と認める方法により行うものとする。  

（在外選挙人名簿の抄本の閲覧等）  

第８条 第２条から前条まで及び別記様式の規定は、在外選挙人名簿について準用す

る。  

（その他）  

第９条 この規程に定めるもののほか、選挙人名簿の抄本及び在外選挙人名簿の抄本の

閲覧等に関し必要な事項は、委員会の委員長が別に定める。  

 

 

附 則  

 （施行期日）  

１ この規程は、平成１８年１１月１日から施行する。  

 

 （選挙人名簿の閲覧に関する事務処理要綱の廃止）  

２ 選挙人名簿の閲覧に関する事務処理要綱（昭和６２年黒滝村選挙管理委員会告示

第５０号）は、廃止する。  



黒滝村選挙人名簿の抄本等の閲覧についての公益性の判断に関する基準  

 

公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第２８条の３第１項（同法第３０条の１

２において準用する場合を含む。）の規定による本村の選挙人名簿の抄本及び在外選

挙人名簿の抄本の閲覧についての公益性の判断に関する基準は、次の各号に掲げるそ

れぞれの調査研究について、当該各号に定めるところによるものとする。  

(1) 国又は地方公共団体の機関が行う調査研究にあっては、その調査研究が法令で定

める事務を遂行するために必要であること。  

(2) 放送機関、新聞社、通信社その他の報道機関が行う世論調査にあっては、その調

査結果に基づく報道が行われることによりその成果が社会に還元されること。  

(3) 大学その他の学術研究を目的とする機関若しくは団体又はそれらに属する者が学

術研究の用に供する目的で行う調査にあっては、その調査結果又はそれに基づく研

究が学会等を通じて公表されることによりその成果が社会に還元されること。  

(4) 前３号に掲げるもの以外の調査研究にあっては、その調査研究が統計的調査研究

であり、その調査結果又はそれに基づく研究が公表されることにより国又は地方公

共団体における施策の企画・立案や他の機関等における学術研究に利用されること

が見込まれるなどその成果が社会に還元されると認められる特段の事情があるこ

と。  

 

附 則  

 この告示は、平成１８年１１月１日から施行する。  


